
RA2020-1 
 

 

鉄 道 事 故 調 査 報 告 書 
 

 

Ⅰ ひたちなか海浜鉄道株式会社 湊線 金上駅～中根駅間 

踏切障害事故 

 

Ⅱ 秋田内陸縦貫鉄道株式会社 秋田内陸線 羽後長戸呂駅～八津駅間 

踏切障害事故 

 

Ⅲ 弘南鉄道株式会社 大鰐線 中央弘前駅～弘高下駅間 

列車脱線事故 

 

Ⅳ 横浜市交通局 １号線 下飯田駅～立場駅間 

列車脱線事故 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年２月２７日 

 

運 輸 安 全 委 員 会 

Japan Transport Safety Board 



 

 

 

 

 

 

 

 

本報告書の調査は、本件鉄道事故に関し、運輸安全委員会設置法に基づき、運輸安

全委員会により、鉄道事故及び事故に伴い発生した被害の原因を究明し、事故の防止

及び被害の軽減に寄与することを目的として行われたものであり、事故の責任を問う

ために行われたものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運 輸 安 全 委 員 会 

委 員 長  武 田 展 雄 

 

 

 

 

 

 

 

 



≪参 考≫ 

 

本報告書本文中に用いる分析の結果を表す用語の取扱いについて 

 

本報告書の本文中「３ 分 析」に用いる分析の結果を表す用語は、次のとおりと

する。 

 

① 断定できる場合 

・・・「認められる」 

 

② 断定できないが、ほぼ間違いない場合 

・・・「推定される」 

 

③ 可能性が高い場合 

・・・「考えられる」 

 

④ 可能性がある場合 

・・・「可能性が考えられる」 

・・・「可能性があると考えられる」 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 横浜市交通局 １号線 
下飯田駅～立場駅間 
列車脱線事故 

 

 

 

 

 



鉄道事故調査報告書 
 

 

鉄道事業者名：横浜市交通局 

事 故 種 類：列車脱線事故 

発 生 日 時：令和元年６月６日 ５時２３分ごろ 

発 生 場 所：神奈川県横浜市 

１号線 下飯田
しもいいだ

駅～立場
た て ば

駅間（複線） 

関内駅起点１７ｋ８８９ｍ付近 

 

 

令和２年２月３日 

運輸安全委員会（鉄道部会）議決 

委 員 長  武 田 展 雄 

委   員  奥 村 文 直（部会長） 

委   員  石 田 弘 明 

委   員  柿 嶋 美 子 

委   員  鈴 木 美 緒 

委   員  新 妻 実保子 

 

 

要 旨 
 

＜概要＞ 

横浜市交通局の１号線湘
しょう

南台
なんだい

駅発あざみ野駅行き上り普通第５３２列車（６両編

成）の運転士は、令和元年６月６日５時２２分ごろ、下飯田駅を定刻に出発した後、

走行中に突き上げるような衝撃を受けた。 

このため、運転士は非常ブレーキを扱い、運輸司令に非常に大きな音とともに突き

上げるような衝撃を受け、非常ブレーキを扱い停車したこと等を報告した。その後、

運輸司令の指示に従って、列車の転動防止措置を講じるとともに下飯田駅から駆けつ

けた係員と一緒に乗客を降車させ、下飯田駅まで誘導した。 

同列車の転動防止を行った際に、右側の車輪が横取り装置（横取り材）に乗り上げ

左側に脱線していることを確認した。 

列車には、乗客１２１名及び運転士１名が乗車しており、運転士が軽傷を負った。 

 



＜原因＞ 

本事故は、可動式横取り装置の定期検査において、本線右レールの横取り材の収納

を失念しレールに被せたまま作業を終了したところに列車が進行したため、列車の複

数の右車輪が横取り材に乗り上げ左側へ脱線したものと推定される。 

本線右レールの横取り材の収納を失念したのは、作業終了時に行うべき本線右レー

ルの横取り材が収納されていることを確認しなかったことによるものと推定される。 

また、同横取り装置は、横取り材を収納しない状態においても警告灯等の作動を停

止することができる構造となっていたことから、警告灯等の消灯確認をもって横取り

材が収納されていると思い込んだことが関与した可能性が考えられる。 

なお、規程の遵守を徹底するための研修及び数年間定期点検を担当しない職員に対

する教育等が十分でなかったことが作業終了時に行うべき確認行為を失念したことに

関与した可能性が考えられる。 
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1 鉄道事故調査の経過 

1 . 1  鉄道事故の概要 

横浜市交通局の１号線湘
しょう

南台
なんだい

駅発あざみ野駅行き上り普通第５３２列車（６両編

成）の運転士は、令和元年６月６日（木）５時２２分ごろ、下飯田駅を定刻に出発し

た後、走行中に突き上げるような衝撃を受けた。 

このため、運転士は非常ブレーキを扱い、運輸司令に非常に大きな音とともに突き

上げるような衝撃を受け、非常ブレーキを扱い停車したこと等を報告した。その後、

運輸司令の指示に従って、同列車の転動防止を講じるとともに下飯田駅から駆けつけ

た駅員と一緒に乗客を降車させ、下飯田駅まで誘導した。 

同列車の転動防止を行った際に、右側（以下、車両は前から数え、前後左右は列車

の進行方向を基準とする。）の車輪が横取り装置（横取り材）に乗り上げ左側に脱線し

ていることを確認した。 

列車には、乗客１２１名及び運転士１名が乗車しており、運転士が軽傷を負った。 

 

1.2  鉄道事故調査の概要 

1.2.1 調査組織 

運輸安全委員会は、令和元年６月６日、本事故の調査を担当する主管調査官ほか

２名の鉄道事故調査官を指名した。 

関東運輸局は、本事故調査の支援のため、職員を事故現場に派遣した。 

 

1.2.2 調査の実施時期 

令和元年６月６日      現場調査及び口述聴取 

 

1.2.3 原因関係者からの意見聴取 

原因関係者から意見聴取を行った。 

 

 

2 事実情報 

2 . 1  本事故発生の経過 

2.1.1 運転士の口述 

本事故発生の経過は、横浜市交通局（以下「交通局」という。）の湘南台駅発あざ

み野駅行き上り普通第５３２列車（以下「本件列車」という。）の運転士（以下「本

件運転士」という。）の口述によれば、概略次のとおりであった。 
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本事故発生当日は、湘南台駅（関内駅起点１９ｋ７４０ｍ。以下「関内駅起

点」は省略する。）発の初電の乗務であり、ＡＴＯ*1運転により同駅を定刻（５

時２０分）に出発した。 

その後、下飯田駅（１８ｋ０８０ｍ）に到着し、５時２２分定刻に出発した。

上り線用の可動式横取り装置（１７ｋ８９６ｍ。以下「本件横取り装置」とい

う。横取り装置については、2.3.1(2) 参照）が設置されている場所は、トン

ネル入口付近なので、一瞬前方が暗くなるが特に変わったように見えなかった。

また、本件列車に異状も感じず速度は４０㎞/hぐらいの力行運転中であった。 

運転中、突然、非常に大きな音とともに突き上げるような衝撃を受けて砂塵

が舞ったので、非常ブレーキを扱い、列車発報*2を行った。 

本件列車が停止してから、まず車内放送を行い、運輸司令に対して、大きな

衝撃があったこと、列車発報すると停電となるはずが、現場は停電していない

ことを報告した。 

その後、運輸司令から送電を停止したことの連絡と乗客の避難誘導等の指示

があったので、列車転動防止措置を講じるとともに下飯田駅から駆けつけた駅

員と一緒に乗客を降車させ、下飯田駅まで誘導した。 

なお、本件列車に乗務してから本事故発生までの間、本件列車の車両に異常

はなかった。 

 

2.1.2 運転状況記録装置等の記録 

本件列車には、運転状況記録装置が搭載されており、時刻、速度、ブレーキの操

作状況等の情報が記録されている。これらの記録によれば、本事故発生前後の本件

列車の運転状況の概略は、表１のとおりであった。 

また、本件列車は、2.3.2(1)に記述するようにＡＴＯ運転であることから、本件

運転士は、下飯田駅で出発の操作を行ってから、本事故発生による非常ブレーキを

扱うまでの間、運転操作はしていない。 

なお、この運転状況記録装置の記録の時刻、速度及びキロ程には、若干の誤差が

内在している可能性がある。 

 

  

                                                                              
*1  「ＡＴＯ」とは、Automatic Train Operationの略称であり、ＡＴＣ（自動列車制御装置）の機能に加速制御

と定点停止制御を加えたものであり、運転士が出発ボタンを押した後は、次駅に停車するまで、運転士の操作な

く走行することができる。 

*2  「列車発報」とは、運転台の発報ボタンを操作することにより、運輸司令に通報するとともに近傍の列車へ非

常・防護確認信号を通知することをいう。信号を受信した列車は、停止手配をとる。同時に発報列車が在線する

区間プラス前後１変電所を自動的にき電停止する。 
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表１ 運転状況記録装置の記録（抜粋） 
 

時  刻 速度（km/h） 非常ﾌﾞﾚｰｷ キロ程(km) 記  事 

０５：２０：０９ ０ － １９.６７６ 湘南台駅出発 

０５：２２：０５ ０ － １８.０２３ 下飯田駅到着 

０５：２２：３２ １ － １８.０１６ 下飯田駅出発 

０５：２２：５０ ５４.５ ＊ １７.８７５ 非常ブレーキ扱い 

０５：２２：５７ ０ ＊ １７.８１５ 本件列車停止 

※ 非常ブレーキ欄の「＊」は、非常ブレーキの出力状態を示す。 

※ 時刻欄の情報の出力は、２００ms（０.２秒）毎であるため若干のズレが内在している可能性

がある。 

※ キロ程は、１両目先頭部の位置を表す。 

 

なお、本事故発生箇所に列車への電力を供給していることをモニターしている電

力管理システムの記録によれば、事故当日の５時２２分４９秒に上り線の送電を自

動的に停止する記録があり、その後、下飯田変電所及び和泉変電所の機器が遮断動

作した後、自動的に再送電するよう動作した記録が残されており、最終的には、運

輸司令から送電停止連絡を受けた電力司令員が手動操作によって５時２５分４３秒

に送電を停止した記録も残されていた（表２ 参照）。 

 

表２ 電力管理システムの記録（抜粋） 

発生時刻 地点 設備名及び状況 備考 

05:22:49 和泉SS 下飯田上りき電ΔＩリレー動作 下飯田SS、和泉SS間が停電した 

05:22:49 下飯田SS 和泉上りき電ΔＩリレー動作 

05:23:05 本件列車 列車発報 下飯田SS、和泉SS間が停電した 

05:23:21 和泉SS 下飯田上りき電用遮断器動作解除 停電した下飯田SS、和泉SS間を

自動で再送電した 05:23:22 下飯田SS 和泉上りき電用遮断器動作解除 

05:25:43 下飯田SS 和泉上りき電用遮断器動作 電力司令の操作卓から手動で

下飯田SS、和泉SS間を停電させ

た 

05:25:45 和泉SS 下飯田上りき電用遮断器動作 

※  「SS」とは、「substation」の略称であり、変電所を表す。本事故区間の電力供給に関する変電所

は、和泉SSと下飯田SSの２箇所である。 

※  「ΔＩリレー」とは、微小時間内のき電電流増加分が設定値を超えた場合に、動作するリレーで、

この動作によってき電用高速度遮断器に対しトリップ信号を発し、遮断動作させるものをいう。 

 

2.1.3 列車の停止位置 

本事故後、本件列車の停止位置を測定したところ、１両目先頭部のキロ程は１７

ｋ８１５ｍであった。 
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（付図１ １号線の路線図、付図２ 事故現場付近の地形図、付図３ 下飯田駅（関

内駅方）及び保守線の略図、付図４ 脱線の状況（その１）、付図４ 脱線の状況（そ

の２）、付図５ 脱線時の横取り装置の状況、付図６ 脱線の痕跡 参照） 

 

2.2  人の死亡、行方不明及び負傷 

軽傷：１名（運転士：左膝関節打撲） 

 

2.3  鉄道施設等に関する情報 

2.3.1 事故現場に関する情報 

(1) 本事故現場付近の線形等 

下飯田駅は、下飯田駅第１隧道と第２隧道との間にある明かり（地上）区

間に設置されている。下飯田駅から本事故現場の本件横取り装置設置場所ま

では、直線で上り２‰の勾配であり、１７ｋ８４５ｍからは上り１０‰の勾

配となっている。また、2.3.2(2)に後述するように、本件横取り装置は１７

ｋ８９６ｍに設置されており、下り線用の横取り装置は１７ｋ９０６ｍに設

置されている。 

(2) 横取り装置 

一般的に横取り装置は、分岐器が設備されていない箇所において、保守用

作業車等を本線へ移動するときに使用される装置（簡易型の分岐器）で、分

岐器の左右のトングレール*3に相当する部分２箇所、クロッシング*4に相当す

る部分１箇所の横取り材（以下、右トングレールに相当する部分の横取り材

を「右横取り材」、左トングレールに相当する部分の横取り材を「左横取り材」、

クロッシングに相当する部分の横取り材を「クロッシング横取り材」という。）

の３箇所１組で構成され、それぞれ本線レール横に設置されている（図１－

１ 参照）。 

使用時は、図１－１及び図１－２に示すように、これらの横取り材を固定

している浮き上がり防止金具の施錠を解除（南京錠を外す）し、４個の蝶
ちょう

番
つがい

（横取り材が重量物のため、４個のうち２箇所には、ばねが組み込まれてお

り、使用時以外は２箇所の浮き上がり防止金具で固定されている。）を軸とし

て回転させて本線レールに被せる仕組みとなっている。 

また、横取り材は、本線レールを乗り越えられるように、車輪が走行する

部分のレール頭部と同様の勾配が付いた形状となっている。図１－３に示す

ように、横取り材の車輪が走行する部分は、先端部の厚さが６㎜で、そこか

                                                                              
*3  「トングレール」とは、分岐器のポイント部に用いられる先端が尖った転換されるレールをいう。 

*4  「クロッシング」とは、分岐器の中で、レールが交わる部分を構成するものをいう。 



- 5 - 

ら徐々に高くなり、端部から水平距離１.２３ｍの所で高さが４７㎜となって、

その後平坦となる。平坦部は、２.６４ｍ続き、その後徐々に低くなり端部か

ら５.１ｍの箇所で６㎜の厚さに戻り、車輪が本線レール上を走行することが

できる構造となっている。 

横取り材の裏側には使用状態を確認できる「黄黒のラインが入ったシール」

が貼り付けられていたが、そのシールは清掃されておらず汚れて見づらく

なっていた。 

なお、横取り装置には、作業員等に対して使用状態（本線レールに横取り

材が被った状態）が分かるように警告灯及び警報回転灯（ブザー内蔵）が接

続されている。この警告灯等は、鎖錠板と一体の浮き上がり防止金具付近に

設置された近接スイッチ*5と鎖錠板との隙間が広がった状態を検知すると動

作する構造となっている。このため、１箇所でも南京錠を外して鎖錠板を持

ち上げて隙間を広げた状態から横取り材を収納して浮き上がり防止金具が所

定位置にセットされるまで動作を継続する。しかしながら、浮き上がり防止

金具は、横取り材が所定位置に収納されていない状態においても抜き差しす

ることができる構造であり、警告灯等の動作を停止することができる仕組み

となっていた。 

交通局は、この横取り装置の保守管理について、2.7.1に後述する「可動式

横取り装置取扱い要領」にて保守区分を定めている。なお、下飯田駅の関内

駅方の保守線には保守用車が常時留置されているため、関内駅方のホーム端

付近の上下線に横取り装置が設置されており、本事故発生箇所を保守してい

る電気区の管内に設置されている同様の横取り装置は、この２箇所のみであ

る。  

                                                                              
*5  「近接スイッチ」とは、鎖錠板との隙間を検知するセンサーをいう。このセンサーが、規定値を超える隙間を

検知すると回路が構成され、警告灯、警報回転灯（ブザー内蔵）を作動させる。 
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図１－１ 可動式横取り装置の設置概要略図 

※ この図は、横取り装置の概要であり、正確な縮尺、構造及び配置になっていない。 

左横取り材

浮き上がり防止金具

（近接スイッチなし）

横取り材

近接スイッチ

南京錠

鎖錠板

浮き上がり防止金具

浮き上がり防止金具

（近接スイッチ有り）

クロッシング
横取り材

（１７ｋ９０７ｍ）

湘南台駅方先端部

関内駅方先端部
（１７ｋ８８８ｍ）

本線レール

右横取り材 

：横取り材の収納状態

：横取り材がレールに被った状態

： 蝶番

凡例

：ばね＋蝶番
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施錠状態 解錠状態 

横取り材 

浮き上がり 

南京錠 

上面 

正面 

側面 

※ 上の写真は、事故後に下り線用の横取り装置の浮き 

上がり防止金具付近を撮影したもの。 

浮き上がり防止金具を 

抜くと横取り材を 

持ち上げることが 

できる。 

横取り材を収納しない状態でも浮き上がり防止金具を 

挿入することができ、南京錠を掛けることができる。 

図１－３ 右横取り材の寸法等 

防止金具 

鎖錠板固定用の溝から 

鎖錠板を回転させ、鎖錠板 

を持ち上げた状態。 

図１－２ 横取り装置の浮き上がり防止金具等 

ばね 

浮き上がり防止金具 

を抜いた状態 
鎖錠板 

（浮き上がり 
防止金具 

と一体化） 

※ 写真は、事故後に下り線用の横取り装置を撮影したもの。 

鎖錠板固定用の溝 

鎖錠板固定用の溝 

ペイントしていない 
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（付図３ 下飯田駅（関内駅方）及び保守線の略図、付図７ 横取り装置（横取

り材の動き） 参照） 

 

2.3.2 鉄道施設に関する情報 

(1) 線路等の概要 

交通局の１号線は、関内駅から上大岡駅、戸塚駅を経由して湘南台駅まで

を結ぶ１７駅１９.７㎞のほとんどが地下区間の路線である。線路は、５０㎏

Ｎレールを敷設した軌間１,４３５㎜の複線である。動力は、直流７５０Ｖの

サードレール式を採用している。 

また、関内駅で３号線（関内駅～あざみ野駅間２０.７㎞）と接続している

ことから、あざみ野駅まで直通運転している。 

なお、運行形態は、全線ＡＴＯ（自動列車運転装置）によるワンマン運転

となっている。 

(2) 本事故発生現場付近に関する情報 

本事故発生現場の近くにある下飯田駅は、終点の湘南台駅の一つ手前に位

置し、線路保守作業等に使用する保守用車の収容基地となっている。そのた

め、保守用車を収容している保守基地から本線に移動させる際に分岐器の代

わりに使用する横取り装置が、開業当初より２組設置されている。 

 

2.3.3 軌道の整備に関する情報 

本事故現場付近の軌道の検査については、鉄道に関する技術上の基準を定める省

令（平成１３年国土交通省令第１５１号）に基づき、交通局が関東運輸局に届け出

ている「横浜市高速鉄道土木実施基準」及び「軌道整備心得」に定められており、

本事故発生前直近の検査は、以下のとおり行われていた。 

 

平成３１年 ２月 ３日 軌道変位検査（軌道検測車） 

令和 元年 ５月２６日 レール検査 

 

これらの検査の記録に異常は認められなかった。 

なお、横取り装置の整備は、2.7.1に後述する「可動式横取り装置取扱い要領」に

基づき１年に１回以上行うことと規定され、直近の整備は、平成３１年３月１５日

に実施していた。この整備記録に異常は認められなかった。 
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2 . 4  車両に関する情報 

2.4.1 本件列車に関する情報 

本件列車は６両編成で、このうち本件横取り装置を通過した４両のうち４両目の

前台車全２軸を除く１４軸が脱線した（図２ 参照）。 

その他、本件列車の主な諸元等は以下のとおりである。 

車種         直流電車（ＤＣ７５０Ｖ） 

車輪踏面形状     円錐踏面 

車輪のフランジ角度  ７０° 
軸距          ２,１００㎜ 

台車中心間距離    １２,０００㎜ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

車両重量（ｔ）
*6

 

 

 

2.4.2 車両の整備に関する情報 

車両の検査については、鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成１３年国

土交通省令第１５１号）に基づき、交通局が関東運輸局に届け出ている「横浜市高

速鉄道車両整備実施基準」に定められており、本件列車の本事故発生前直近の定期

検査の実施状況は、次のとおりであった。 

平成２６年１２月 ３日 全般保全検査 

平成３１年 １月１５日 月検査 

令和 元年 ５月１４日 重要部保全検査 

を行っており、車両及び台車の組立寸法は整備基準値内であり、本件列車の車輪内

面距離、フランジ高さ、フランジ外側面距離、フランジ厚さ、車輪径及び軸距等を

含め、検査記録に異常は認められなかった。 

                                                                              
*6  「単位換算」１ｔ＝１,０００㎏（重量）、１㎏（重量）：１㎏f、１㎏f：９.８N 

長 さ （㎜）

３５３５ ３５３６３５３３ ３５３４３５３１ ３５３２

：脱線した軸 ：横取り材に乗り上げた軸

２両目 １両目４両目 ３両目６両目 ５両目

湘南台駅 関内駅

定員 （人）

１８，０４０

１２２

１７，５００

１３３ １３３ １３３ １３３ １２２

２８．５ ３４．５ ３２．５ ３４．５ ３２．５ ２８．５

１８，０４０１７，５００ １７，５００ １７，５００

図２ 本件列車の編成 
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また、静止輪重比*7については、同実施基準に規定されている全般保全検査、重要

部保全検査時等において１０％以内に管理することになっていることから、測定結

果を確認したところ、本件列車６両はいずれも管理値内であり、異常はなかった。 

 

2.5  鉄道施設及び車両の損傷、痕跡に関する情報 

2.5.1 鉄道施設の損傷、痕跡等の状況 

本事故による鉄道施設の損傷状況は、以下のとおりであった。 

(1) １７ｋ８８９ｍ付近の右側レール左側面に、右車輪が軌間内に落下したこ

とによると見られる擦過痕が複数あった。また、左レールの踏面から左側面

に左車輪によると見られる擦過痕があった。 

(2) １７ｋ８８９ｍ～１７ｋ８１５ｍのＰＣまくらぎに車輪が走行したことに

よると見られる痕跡及び破損が複数あった。 

(3) １７ｋ８８６ｍ～７９２ｍ間のサードレールを支持している複数のガイシ、

腕金及びサードレール防護板に、本件列車の車体が衝撃したことにより破損

したと見られる痕跡があった。 

(4) １７ｋ８８１ｍ付近の送電高圧用トラフ、ジャンパー線等に、脱線後車輪

が走行したことによると見られる痕跡があった。 

(5) 本件横取り装置の右横取り材（以下「本件横取り材」という。）及び軌間内

に設置の浮き上がり防止金具並びに左トングレールに相当する部分の横取り

材のばねに、車輪が走行したことによると見られる破損があった。 

なお、本件横取り装置の本件横取り材は、右レールに被せたままの状態で

あり、浮き上がり防止金具付近に設置されている鎖錠装置（南京錠）は、鍵

が掛かった状態であった。 

 

2.5.2 車両の損傷、痕跡の状況 

本件列車の主な損傷状況は、以下のとおりであった。 

(1) １両目の前面貫通扉に脱線時の衝撃により生じたと見られる浮き上がりが

あった。 

(2) １両目の左側面にトンネルの壁に擦ったと見られる痕跡があった。 

(3) １両目のブレーキ制御ユニット箱や速度発電機*8にバラスト上を走行した

際に生じたと見られる擦過痕や打痕があった。 

(4) ２両目のＳＩＶ（補助電源装置）箱底面にバラスト上を走行し際に生じた

                                                                              
*7  「静止輪重比」とは、１軸の輪軸に対し、片側の車輪の輪重（静止輪重）をその軸の平均輪重で除した値をい

う。管理値は、単位を％とし、１００％との差の絶対値で表す。 

*8  「速度発電機」とは、回転数に応じた電圧又はパルスを発生させ、回転速度を検測するための装置をいう。 
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と見られる打痕があった。 

(5) ２両目の後台車の歯車箱底面にバラスト上を走行した際に生じたと見られ

る擦過痕があった。 

(6) ４両目の主電動機と車体台枠の中はりに脱線した際の衝撃により生じたと

見られる打痕があった。 

(7) ４両目と５両目を繋ぐ連結器付近の端ばりに脱線した際の衝撃により生じ

たと見られる亀裂があった。 

(8) 脱線した車両の車輪には、脱線後にバラスト上を走行した際に生じたと見

られる打痕や擦過痕があった。 

 

（付図４ 脱線の状況（その２）、付図５ 脱線時の横取り装置の状況、付図６ 脱

線の痕跡、付図８ 施設の主な損傷状況、付図９ 車両の主な損傷状況参照） 

 

2.6  乗務員及び電気担当職員に関する情報 

2.6.1 乗務員等の経験に関する情報 

運転士 

本件運転士          男性 ２９歳 

甲種電気車運転免許               平成２６年２月１０日 

電気担当職員 

電気担当職員Ａ（作業責任者） 男性 ５２歳 

経験年数２６年６か月 

電気担当職員Ｂ        男性 ４５歳 

経験年数２７年２か月 

電気担当職員Ｃ        男性 ３０歳 

経験年数１年２か月 

 

2.6.2 電気担当職員の定期検査実施時の口述 

本事故発生当日に横取り装置の定期検査（2.7.1に後述する電気担当範囲は、近接

スイッチ、安全報知器、本線警告灯及び横取り装置に関する機器の電気配線の１か

年検査）を実施していた電気担当職員Ａ（作業責任者）、同Ｂ及び同Ｃの３名の口述

を総合すると、夜間に行った定期検査の状況は概略次のとおりであった。 

電気担当職員３名は、下飯田駅～立場駅間の横取り装置の定期検査のため、

自動車で下飯田駅に向かい下飯田駅のホームに１時５５分ぐらいに到着し、最

初に下り線に設置されている横取り装置（１７ｋ９０６ｍ）を検査することに

した（図３ 参照）。 
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下り線用の横取り装置用「警告灯」は関内駅方（１７ｋ６８７ｍ）に設置さ

れており、下り線用の横取り装置の位置からは遠くて見えないことから、電気

担当職員Ａは、警告灯の作動状況を確認しに行った（①）。残った電気担当職員

Ｂ及びＣの２名は、下り線用の横取り装置の検査を開始した（②）。 

電気担当職員Ｂ及びＣの２名は、近接スイッチと鎖錠板の隙間測定後、横取

り装置の横取り材を固定している南京錠を外し、近接スイッチと鎖錠板の隙間

を広げて浮き上がり防止金具を抜き、警報回転灯（ブザー内蔵）などの動作確

認を行った。作業中は、横取り材を転換して本線レールに被せていた。下り線

用の横取り装置の検査が終了し、戻ってきた電気担当職員Ａと共に３名で本件

横取り装置の検査を行うことにした。 

本件横取り装置からは、下飯田駅のホーム端（関内駅方）に設置されている

警告灯（１８ｋ０１５ｍ）が見えるので、３名が本件横取り材（③）、左横取り

材（④）、クロッシング横取り材（⑤）を転換して本線レールに被せた状態で近

接スイッチ付近に設置されている南京錠を外し、それぞれ検査を始めた。 

警報回転灯（ブザー内蔵）等の機器が正常に作動したので、南京錠を施錠し

検査作業を終了した。この時、本件横取り材の定期検査を担当した電気担当職

員Ａ（③）は検査時に転換して右レールに被せていた本件横取り材を収納した

かどうかの記憶は曖昧だが、警告灯、警報回転灯（ブザー内蔵）等は作動して

いなかったことは覚えている。なお、左右横取り材とクロッシング横取り材の

電気担当範囲の定期検査の作業終了時に、横取り材が収納されていることの確

認は行わなかった。 

また、検査作業時は、ヘッドランプと懐中電灯で十分な明るさが確保できて

おり、検査作業も異常なく終了していたので、脱線したとの連絡を受けたとき

は、本件横取り装置の検査で横取り材を収納し忘れたため発生したと思わな

かった。 

なお、定期検査前の作業手順の打合せや作業後の打合せは行っていなかった。 
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（付図７ 横取り装置（横取り材の動き） 参照） 

 

2.7  横取り装置の定期検査等に関する情報 

2.7.1 電気区による定期検査に関する情報 

横取り装置の保守区分については、交通局の「可動式横取り装置取扱い要領」に

以下のとおり記載されている。 

 
（横取り装置の保守区分） 

第８条 横取り装置の保守区分については次のとおりとする。 

保 守 区 保     守     内     容 

施 設 区 横取り装置管理範囲における横取り装置本体、鎖錠装置、レール、マクラギ、締結装置 

電 気 区 
横取り装置管理範囲における近接スイッチ、近接スイッチから安全報知器までの電気配

線、安全報知器、安全報知器から本線路内警告灯までの電気配線、本線路内警告灯 

 

交通局によれば、2.3.1(2)に記述した「黄黒のラインが入ったシール」の清掃区

分について記載していないのは、横取り装置の使用時は目視により直接開通方向を

確認するため、黄黒のラインが入ったシールを目印にしていないとのことであり、

定期的な清掃をしていないとのことであった。 

また、横取り装置の定期検査の期間及び点検項目等については、鉄道に関する技

術上の基準を定める省令（平成１３年国土交通省令第１５１号）に基づき、交通局

が関東運輸局に届け出ている「横浜市高速鉄道信号設備整備心得」（以下「信号整備

図３ 電気担当職員の作業体制等 
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心得」という。）に以下のとおり定められている。 

なお、交通局の各種規程類では、「警告灯」のことを「発光機」と表記するなど規

程によって各名称が異なることから、本報告書では「発光機」を「警告灯」、「安全

報知器」を「警報回転灯（ブザー内蔵）」と記している。 

 

１８ 横取装置 

 

この信号整備心得に基づき、令和元年６月５日に１か年検査を実施し、その検査

項目に従い実施した検査の結果を横取り装置検査表（図４ 参照）に記録しており、

その検査記録に異常はなかった。 

当該の検査は、横取り装置の横取り材が収納されている状態から南京錠を外して、

浮き上がり防止金具を抜き、隙間を広げ、警告灯、警報回転灯（ブザー内蔵）の動

作状態を確認するとともに、鎖錠状態における近接スイッチの取付状態と鎖錠板と

の間隔の確認（図５ 参照）及び警報回転灯（ブザー内蔵）内部の各電圧の確認、

バッテリーへの切り替え動作及び各種リレーの動作の良否等の確認を行う。 

分   類 点検項目及び保守内容 基準期間 備   考 

横取装置 

１ 各部異常の有無 

 

 

 

 

 

２ 近接ｽｲｯﾁ取付間隔の良否 

 

３ 動作の良否 

 

１ 各部異常の有無 

近接スイッチ 

(1) 汚損、損傷、腐食等の有無 

(2) 端子の緩みの有無 

鎖錠金具 

(1) 汚損、損傷、腐食等の有無 

２ 近接スイッチ取付、間隔の良否 

間隔３～９㎜ 

３ 動作の良否 

(1) 動作信号出力の有無 

 

１か年 

本体は施設区 

電気回路のみ 

電気区 

発光機 

１ 取付の良否 

２ 動作の良否 

 

１ 取付の良否 

２ 動作の良否 

 

１か年 

１か年 

 

報知器制御箱 

１ 各部異常の有無 

 

 

２ 各機器取付の良否 

３ 表示灯点灯の良否 

４ 動作の良否 

 

 

５ 各部電圧の良否 

 

 

６ 各種ﾘﾚｰ動作の良否 

 

１ 各部異常の有無 

汚損、損傷、腐食、発熱及び端子の緩

み等の有無 

２ 各機器取付の良否 

３ 表示灯点灯の良否 

４ 動作の良否 

(1) ブザーの鳴動の良否 

(2) BATTへの切り換え動作の良否 

５ 各部電圧の良否 

AC200V 190V ～ 210V 

DC24V  22V ～ 27V 

 

１か年 

 

 

１か年 

１か年 

１か年 

 

 

１か年 

 

 

１か年 
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図４ 横取り装置検査表（上り線用抜粋） 
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また、線路内で作業を行う際の連絡については、「横浜市高速鉄道電気運用心得」

に以下のとおり記載されている。 

 

（線路内入出場の連絡） 

第６７条 き電停止時間帯に、線路内に入出場する者は、あらかじめ保守用車両

運行打合せ表または作業予定日報に作業内容及び作業区間を記載して電気司令

長に連絡しなければならない。線路内には、き電停止の確認をした後でなけれ

ば入場してはならない。作業の終了後は線路内から出場後に、電気司令長に連

絡しなければならない。なお、詳細は、電気運用心得細則による。 

◎電気運用心得細則 

１０ 線路内入場及び出場の連絡 

き電停止時間帯における線路内入出場の連絡管理は下記による 

(1) 入場者は、線路内に入場する場合、保守用車両運行打合せ表または作業

予定日報で電気司令長に所属、職名、氏名、作業区間、作業内容を連絡し、き

電停止であることを確認しなければならない。 

(2) 出場者は、線路内から出場した場合、電気司令長に所属、職名、氏名、

作業区間、作業内容、出場時刻を連絡しなければならない。 

 

なお、電気担当職員の作業については、「電気安全作業要領」に以下のとおり記

載されている。 

  

図５ 近接スイッチと鎖錠板との隙間測定箇所 

横取り材

浮き上がり防止金具

近接スイッチ

鎖錠板

隙間測定

南京錠 
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（作業の打合せ） 

第７条 係員は、点呼終了後次の各号について打合せを行い、点呼表を記入し、

区長等の確認を受けること。 

(1) （略） 

(2) 夜間作業準備及び作業手順の確認 

(3) その他作業の役割分担の確認 

（作業上の留意事項） 

第１３条 係員は、次の各号を守り、作業の安全に努めること。 

(1) 作業責任者は、常に作業員の安全に注意し、特に実経験の少ない者に対

しては、適切に指導すること。 

(2) 作業員は、作業責任者の指示や注意をよく守り、早合点や勝手な行動は

とらないこと。また、作業員は、作業内容を十分理解するまで作業責任者に

質問を行い、作業にあたり安全上必要と思われることがあれば、作業責任者

に申し出ること。 

(3) （略） 

(4) 作業の開始及び終了にあたっては、ＫＹミーティング・作業手順書等に

より危険予知を行い、必要事項を確認及び記録した上で安全を確保すること。 

(5) 作業場所は、あらかじめ点検し、暗い場所は十分明るくして災害の原因

となるようなものは取り除いておくこと。 

(6) 作業責任者から作業着手の指示を受けた後、作業に着手すること。 

(7) 作業中は、最後まで気を抜かないこと。 

(8) （略） 

(9) （略） 

（作業責任者の指名） 

第１６条 区長等は、作業を命ずるにあたり作業の種類及び作業量に応じて適切

な作業責任者を指名すること。 

（作業責任者の任務） 

第１７条 作業責任者は作業員を指揮し、次の各号により作業の安全な遂行を図

ること。 

(1) （略） 

(2) 作業の手順・方法・他区作業との関連についてあらかじめ計画を立て、そ

の内容及び安全上必要な注意事項を係員全員に周知させ作業を開始するこ

と。 

(3)～(9) （略） 

(10) 作業が完全に行われるよう作業員の掌握、作業指示、安全確保等の作業
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指揮を行うこと。 

(11) 作業を終了した場合は、作業区間全域を見回り、作業区間の隣接線に対

しても異常の有無を確認し作業終了の指示をすること。 

(12)～(14) （略） 

 

2.7.2 横取り装置等に関する教育の情報 

交通局によれば、横取り装置に関する教育については、検査担当になるまで行っ

ていないものの、新規採用時に座学にて地上設備の一つとして横取り装置があるこ

とを知識として教育している。 

また、電気設備の検査を担当するにあたり、検査表等を用いて先輩職員より教育

されるほか、外部研修を活用するなどして職員を教育している。 

なお、交通局では、年間の教育・訓練の計画について、各電気区長が電気課長の

意見を踏まえ策定している。月々の実施状況や前年度の実施状況については、各電

気区で使用した資料及び教育効果を確認するための受講者に対するアンケート資料

によって、電気課長及び安全統括管理者が確認しているとのことであった。 

また、交通局には電気区が３箇所あり、電気担当職員Ａ、Ｂ及びＣが所属する電

気区には、「横取り装置 １か年 手順書」がないため教育はしていなかったが、同

手順書を作成し保有している電気区では、新規に配属された職員に対して座学で同

手順書を用いて教育しているとのことであった。 

 

2.7.3 電気担当職員の勤務等に関する情報 

２.６に上述した電気担当職員３名の直近１週間の勤務状況は、交通局によると次

のとおり。 

 

電気担当職員Ａ（作業責任者） 

 

電気担当職員Ｂ 

 

 

月日 

(曜日) 

５/３１ 

(金) 

６/１ 

(土) 

６/２ 

(日) 

６/３ 

(月) 

６/４ 

(火) 

６/５ 

(水) 

６/６ 

(木) 

出勤・退勤 

時刻等 

8:30 

(泊勤務) 

8:30 

（非番） 

休(夜業） 

23:45 

8:30 

（明け） 

8:30 

17：15 

8:30 

(泊勤務) 

8:30 

（非番） 

月日 

(曜日) 

５/３１ 

(金) 

６/１ 

(土) 

６/２ 

(日) 

６/３ 

(月) 

６/４ 

(火) 

６/５ 

(水) 

６/６ 

(木) 

出勤・退勤 

時刻等 

（非番） 

23:45 

8:30 

（明け） 
休み 

8:30 

(泊勤務) 

8:30 

（非番） 

8:30 

(泊勤務) 

8:30 

（非番） 
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電気担当職員Ｃ 

※ 「休(夜業）23:45」「（非番）23:45」は、昼間時間帯については勤務に拘束されず夜業時のみ出勤。 

また、電気担当職員Ａ、Ｂ及びＣの健康に異常はないとのことであった。 

 

2.7.4 横取り装置の定期検査の作業に関する情報 

横取り装置の定期検査は、2.7.1に記述したように、交通局では信号整備心得に定

められた期間に実施している。しかし、交通局によれば、本件横取り装置を管轄し

ている電気区は、区長を含め２４名勤務しており、そのうち、横取り装置を保守す

る信号通信関係職員は１２名であることから、下飯田駅～立場駅間に設置されてい

る横取り装置の年１回の定期検査を数年間担当しない職員が発生することがある

とのことであった。 

なお、２.６に上述した電気担当職員３名の横取り装置の点検作業実績は、次のと

おりである。 

 

電気担当者Ａ 平成２６年度以降、横取り装置の点検実績なし 

電気担当者Ｂ 前回検査は、平成２９年６月 

電気担当者Ｃ 初めての検査 

 

2.8  気象に関する情報 

事故発生時の事故発生現場付近の天気は、晴れであった。 

 

2.9  過去に他社で発生した横取り装置による類似事故 

2.9.1 近畿日本鉄道株式会社において発生した事故 

当委員会の鉄道事故調査報告書（ＲＡ２０１０－１－Ⅱ、平成２２年２月２６日）

において公表している事故であり、概要は次のとおりである。 

近畿日本鉄道株式会社の大阪線において、平成２１年２月２７日５時３４分ごろ

に発生した事故で、事故時は、保守作業車を使用して電線用碍子
が い し

の取り替え作業を

行っており、この保守作業車を大阪線南青山駅構内の保守基地に留置するため横取

り装置を使用していた。 

このとき、保守作業車を留置するための入れ換え作業後、作業員がお互いに横取

り装置を収納したものと思い込み、作業責任者も、横取り材の収納を確認しないま

ま、作業終了を保線司令に報告した。 

月日 

(曜日) 

５/３１ 

(金) 

６/１ 

(土) 

６/２ 

(日) 

６/３ 

(月) 

６/４ 

(火) 

６/５ 

(水) 

６/６ 

(木) 

出勤・退勤 

時刻等 

8:30 

（非番） 

休(夜業） 

23:45 

8:30 

（明け） 

8:30 

17：15 

8:30 

17：15 

8:30 

(泊勤務) 

8:30 

（非番） 
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また、駅助役は、横取り装置の使用状況を確認するため、事故現場へ向かったが、

全ての横取り材の収納を確認していなかった。これは、過去の確認作業で横取り材

が作業終了後に収納されていなかった経験がなかったことから、今回も全て収納さ

れているものと思い込み横取り材の確認を行わなかったことによるものと考えら

れる。 

この事故により、名張駅発伊勢中川駅行き普通列車（２両編成）の全軸が脱線し、

乗客２名が負傷した。 

当該事故の対策は、次のとおりである。 

(1) 関係全職場の所属職員に対して事故原因、マニュアル、再発防止策に関す

る再教育を実施した。 

(2) チェックシートを見直し、横取り材の使用が明確になるようにした。 

(3) 収納忘れ防止措置として、使用中は、関係軌道回路を落下させ信号が停止

現示になるようにした。 

 

2.9.2 北海道旅客鉄道株式会社において発生した事故 

北海道旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ北海道」という。）において、平成１２年７

月１４日５時５６分ごろ発生した事故であり、概要は次のとおりである。 

作業者は、根室線尺
しゃく

別
べつ

駅構内でマルチプルタイタンパー*9による道床つき固め作

業の終了後、設置している横取り装置のクロッシング横取り材を収納せずに施錠 

ピンを挿入し施錠した。 

さらに、工事監督者は、横取り材の収納を確認しないまま作業終了を通告したた

め、釧路駅発芽室
め む ろ

駅行き普通列車（５両編成）の１両目から４両目までの全軸及び

５両目の前台車全２軸が脱線した。この事故により、乗客１名、運転士及び車掌の

計３名が負傷した。 

当該事故に対する対策は、以下のとおりである。 

事故当時の対策 

(1) チェック表を定め、チェック表に基づき確認チェックすることとした。 

(2) 横取り材を明確にするため塗色した。 

(3) 近接スイッチにリミットスイッチを追加整備して、横取り材が収納状態に

ならないと黄色警報回転灯、ブザー等が停止しないよう改良した（ハード対

策）（図６ 参照）。 

対策完了後、さらに追加された対策 

(4) 横取り装置取扱い時、係員による軌道短絡器、又は可搬式特殊信号発光機

の設置による列車防護を実施した。 
                                                                              
*9  「マルチプルタイタンパー」とは、道床バラストを連続してつき固める大型機械をいう。 
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(5) 使用実績の少ない横取り装置を撤去又は使用停止とした。 

(6) 事故発生の横取り装置及び他の横取り装置について、自動的に当該の軌道

回路を短絡（関係信号機に停止信号を現示）させる列車防護装置を設置する

こととした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 分 析 

3 . 1  本事故の発生状況に関する分析 

3.1.1 脱線の状況に関する分析 

2.1.1に記述したように、本件運転士は下飯田駅を定刻（５時２２分）に出発した

後、非常に大きな音とともに突き上げるような衝撃を受けたと口述していること、

2.1.2に記述したように、非常ブレーキを操作したときの速度が５４.５km/hであっ

たこと、2.3.1(1)に記述したように、１７ｋ８９６ｍに本件横取り装置が設置され

ており、本件横取り装置の横取り材が右レールに被せたままの状態となっており、

2.5.1(5)に記述したように、横取り材及び軌間内に設置された浮き上がり防止金具

に車輪が走行したことによると見られる破損があったこと、2.5.1に記述したよう 

に、１７ｋ８８９ｍ付近の右側レール左側面に右車輪が軌間内に落下したことによ

ると見られる擦過痕が複数あったことから、本件列車は約５５km/hの速度で１７ｋ

図６ (3)のハード対策 
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８９６ｍに設置されている本件横取り装置の右横取り材に乗り上げた右側車輪が 

１７ｋ８８９ｍ付近で軌間内に落下し、続けて左車輪が左軌間外に落下したものと

推定される。 

 

3.1.2 脱線の時刻に関する分析 

2.1.2に記述したように、本件列車が脱線した時刻については、本件列車の運転状

況記録装置に下飯田駅を５時２２分３２秒に出発し５時２２分５０秒に非常ブレー

キを操作した記録が残っていること、3.1.1に記述したように、１７ｋ８８９ｍ付近

で車輪軌間内に右車輪が落下したと推定されること、並びに和泉ＳＳ及び下飯田Ｓ

Ｓにおいて５時２２分４９秒にき電ΔＩリレーが動作した記録が残っていることか

ら、本事故の発生時刻は、５時２３分ごろであったものと推定される。 

 

3.2  横取り装置に関する分析 

2.3.1(2)に記述したように、横取り装置の横取り材については、使用時以外浮き上

がり防止金具によって固定され施錠されている。また、横取り装置の使用状況が分か

るように南京錠を外して鎖錠板を持ち上げた状態から警告灯、警報回転灯（ブザー内

蔵）が動作する構造になっている。このように、横取り装置に対しては、機械的に使

用状況を確認できる構造となっており、2.6.2に記述したように、点検作業中に警告灯

等の作動を確認し、作業後に作動していないことを確認していることから、本件横取

り装置の電気配線等機器自体に異常はなかったものと推定される。 

また、本件横取り装置の検査は、３名がそれぞれ分かれて行い異常なく終了してい

る。しかしながら、本件横取り材を担当した電気担当職員Ａは、2.6.2に記述したよう

に、下り線用の横取り装置の点検時には、下り線用の警告灯の作動を確認しており、

下り線用の横取り装置設置箇所で点検作業を行っていなかったため、下り線用の横取

り装置の点検を行った２名の電気担当職員が行った横取り材を収納してから南京錠を

掛ける手順と違う手順で点検作業を終了した可能性があり、その際、横取り材を右レー

ルに被せたまま南京錠を掛けたものと考えられる。 

なお、2.6.2に記述した電気担当職員Ａの口述によれば、作業後に警告灯等は作動し

ていなかったこと、横取り材が収納されていることの確認は行わなかったことから、

横取り材を収納しているとの思い込みが働いた可能性が考えられる。 

しかしながら、横取り材を収納したとの思い込みは、2.3.1(2)に記述したように、

横取り装置は、横取り材を使用中においても浮き上がり防止金具が抜き差しできるた

め、浮き上がり防止金具を挿入すると警告灯等の動作を停止することができる構造で

あったことが関与した可能性が考えられる。このため、横取り材を収納している状態

以外では、警告灯等の動作を停止できない構造とすることが望まれる。 
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なお、2.3.1(2)及び2.7.1に記述したように、横取り材の裏側に貼り付けてあった汚

れた「黄黒のラインが入ったシール」は、使用状態の目印にしていないため定期的な

清掃をしていないとのことであるが、定期的な清掃管理がなされていれば、このシー

ルによって点検作業時に使用状況を確認することが可能であり、また、下飯田駅を出

発した本件運転士が本件横取り装置に気付いた可能性も考えられる。 

 

3.3  軌道の整備及び車両の整備に関する分析 

2.3.3及び2.4.2に記述したように、軌道及び車両の整備について、検査記録に異常

がなかったことから、軌道の整備状況及び車両の整備状況が本事故発生の要因ではな

いものと推定される。 

 

3.4  定期検査作業に関する分析 

3.4.1 電気担当職員の作業に関する分析 

2.6.2に記述したように、本件横取り装置での点検については、本件横取り装置設

置位置から下飯田駅のホーム端（関内駅方）に設置された警告灯の作動状況が確認

できるため、電気担当職員３名は左右横取り材とクロッシング横取り材に分かれて

点検を行い、点検作業を終了した。 

2.7.1に記述したように、定期検査の対象は「可動式横取り装置取扱い要領」にお

いて、電気配線、安全報知器、本線路内警告灯等と定められており、信号整備心得

に記載の点検項目に従って、これらの検査が行われ検査結果が記載されていたもの

と考えられる。 

しかしながら、2.6.2に記述したように、電気担当職員は、横取り材の収納確認等

点検作業終了後に行う確認を行っていなかったと口述していること、「電気安全作

業要領」に記載の作業の打合せ等を行っていなかったことから、電気担当職員が規

定を遵守していれば本事故を防止できた可能性が考えられる。したがって、同社は

研修等を通じて、規定の遵守を徹底し安全意識を高めるよう職員の教育を繰り返し

行う必要があると考えられる。 

 

3.4.2 検査の作業体制に関する分析 

3.4.2.1 横取り装置の電気担当部分の検査方法に関する分析 

2.7.1に記述したように、「可動式横取り装置取扱い要領」によって、横取り装置

は、施設区と電気区に保守区分が分かれている。このうち、電気区が保守区分とし

ているのは、横取り装置の状態を使用している者及び運輸司令に知らせる重要な部

分である。このため、検査表にその状態を記録する様式になっており検査結果が記

載されていることから、検査内容に不備はなかったものと考えられる。 
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しかしながら、横取り装置の点検作業終了後の状態を確認する事項が検査表に追

記されていれば、本事故を未然に防ぐことができた可能性が考えられる。 

 

3.4.2.2 設備の教育に関する分析 

2.7.2に記述したように、横取り装置については、新規採用時に座学にて地上設備

の一つの知識として教育され、また、電気設備の検査を担当するにあたり先輩職員

の指導や外部研修を活用して教育されている。しかしながら、2.7.4に記述したよう

に、本事故発生場所を管轄する電気区では、管内の設備数から定期検査を数年間担

当しない職員が多数発生する状況となっている。また、2.7.2に記述したように本事

故発生箇所を管轄している電気区には、横取り装置の取扱い手順書がなかった。 

このため、交通局は、職員に対して担当管内の設備について、横取り装置に限ら

ず指導を担当する先輩職員に対しても、数年間定期検査を担当しない場合を考慮し

て、繰り返し教育を行い知識・技能の維持に努めることが望まれる。 

 

 

4 原 因 

本事故は、可動式横取り装置の定期検査において、本線右レールの横取り材の収納

を失念しレールに被せたまま作業を終了したところに列車が進行したため、列車の複

数の右車輪が横取り材に乗り上げ左側へ脱線したものと推定される。 

本線右レールの横取り材の収納を失念したのは、作業終了時に行うべき本線右レー

ルの横取り材が収納されていることを確認しなかったことによるものと推定される。 

また、同横取り装置は、横取り材を収納しない状態においても警告灯等の作動を停

止することができる構造となっていたことから、警告灯等の消灯確認をもって横取り

材が収納されていると思い込んだことが関与した可能性が考えられる。 

なお、規程の遵守を徹底するための研修及び数年間定期点検を担当しない職員に対

する教育等が十分でなかったことが作業終了時に行うべき確認行為を失念したことに

関与した可能性が考えられる。 

 

 

5 再発防止策 

5 . 1  必要と考えられる再発防止策 

本事故は、電気担当職員が作業時に本件横取り装置の横取り材の収納を失念したた

めに発生したものと推定されるところであるが、失念を防止するため、同社は以下の
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ようなソフト・ハード両面の対策を講じる必要があると考えられる。 

(1) 検査方法の見直し・確認方法のマニュアル化 

点検作業時に点検項目及び作業手順を確認できるチェックシートを作成する

こと、又は、現在の検査記録簿に追記すること。 

(2) 職員に対する教育 

規程の遵守を徹底するための研修や役割分担を明確にするための研修を行う

とともに、検査頻度の少ない設備に対しては特に研修する機会を設けるなど、

交通局本局と現業区が一体となった定期的な教育環境の整備を検討すること。 

(3) 横取り装置の改良 

本件列車の車輪が乗り上げた横取り装置は、横取り材の収納に関係なく浮き

上がり防止金具が挿入できる構造であることから、2.9.2に記述したＪＲ北海道

のハード対策のように、近接スイッチにリミットスイッチを付加して、横取り

材が収納状態にならないと警報回転灯（ブザー内蔵）、警告灯等が作動を停止し

ないようにすること、横取り材の収納忘れを予防する機能を付加することなど

横取り装置の改良を検討すること。 

 

5.2  事故後に交通局が講じた措置 

交通局内に設置した「事故調査委員会」がまとめ公表した主な再発防止策は、以下

のとおりである。 

(1) 緊急的に実施した取組 

① 横取り装置の検査手順書の作成及び検査表の見直しを行った。 

② 横取り装置の取扱い時の作業分担及び鎖錠装置（南京錠）の管理の厳格化

を可動式横取り装置取扱い要領に定めた。 

③ 作業の最終確認の実施方法を明確するため、横取り装置取扱いチェック

シートの見直しを行った。 

④ 横取り装置の使用状態をより確認できるように、黄黒シールを剝がし認識

しやすい塗色（使用時：橙色、未使用時：白色）に変更した。 

(2) (1)の取組以降の対策 

① ９月末までに電気区で行う全検査について、作業手順を作成した。また、

１２月末までに規程の見直し作業を進めている。 

② 交通局の技術管理部、工務部が、電気区、施設区の夜間作業に立ち会い作

業手順等を指導監督した。 

③ ８月の安全管理委員会において、本事故の状況及び再発防止対策を現場に

周知した。 

④ 設置している全７箇所の可動式横取り装置について、令和２年度末までに
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横取り材が収納されていない状態では、警報を止めることができない機器に

交換する。また、信号装置と連動させ列車を運行できない仕組みを導入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

なお、図７のように横取り材と浮き上がり防止金具を鎖で繋ぎ、横取り材

がレールに被っているときは浮き上がり防止金具を挿入できないようにした。 

5.3  事故後に国土交通省が講じた措置 

国土交通省鉄道局は、交通局に対して、 

(1) 令和元年６月６日付関鉄一第３３号、関鉄二第３２号、関鉄安第４６号「鉄

道の安全運輸の確保について」を発出し、本事故の原因を徹底的に究明し、同

種事故の再発防止のための措置を講じて、鉄道の安全輸送の確保に万全を期す

るとともに、講じた措置については報告するよう指示した。 

(2) 令和元年６月１９日から２０日まで保安監査を実施し、監査の結果、改善を

要する事項が認められたことから、令和元年７月９日付関鉄官第２５号「保安

監査の結果について」を発出し、改善措置を講じるとともに、講じた措置につ

いて報告するよう指示した。さらに、全国の鉄軌道事業者に対して、 

(3) 令和元年６月６日付け国鉄施第３９号、国鉄安第１２号「横浜市交通局１号

線下飯田駅構内における列車脱線事故について」を発出し、本事故の概要を周

知するとともに、線路上に横取り装置を設置し作業する場合は注意するよう指

示した。 

(4) 令和元年６月７日、本事故を踏まえた緊急対策についての報告があったこと

を受けて、令和元年６月１０日付国鉄施第４２号「横浜市交通局１号線下飯田

駅構内における列車脱線事故について」を発出し、横浜市交通局が実施する緊

急対策の周知と同種の事象の再発防止対策を指示した。 

  

図７ 横取り装置本体へのハード対策 
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付図１ １号線の路線図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図２ 事故現場付近の地形図 
 

  

１号線：関内駅～湘南台駅間 １９.７km（複線） 

この図は、国土地理院の地理院地図（電子国土Web）を使用して作成 

事故発生現場

この図は、国土地理院の地理院地図（電子国土Web）を使用して作成 

５ ０ ｍ  

 湘南台駅 



- 28 - 

付図３ 下飯田駅（関内駅方）及び保守線の略図 
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付図４ 脱線の状況（その１） 
 

 

 

 

 

 

  

※ 赤字の数値は、レールと脱線した車輪の距離を表す。 
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付図４ 脱線の状況（その２） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図５ 脱線時の横取り装置の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１両目車両第１軸脱線 

約300㎜ 

右レール 

本件横取り材 

４両目車両と５両目車両を 

つなぐ連結器が傾斜した状況 
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付図６ 脱線の痕跡 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

防止金具により固定されている 
横取り材が収納され、浮き上がり 

右レール 

左レール 

１７ｋ８８９ｍ付近 

右レール内側に車輪が落下した痕跡 

左レール外側に車輪が落下した痕跡 
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付図７ 横取り装置（横取り材の動き） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

南京錠を外し、浮き上がり防止金具が抜かれ、 

ばねにより横取り材が持ち上がった状態 

横取り材をレールに被せた状態 

※ 写真は、事故後に下り線用の横取り装置を撮影したもの。 
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付図８ 施設の主な損傷状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サードレールを支持している 

碍子及び腕金の損傷の例 

サードレール防護板（木製）損傷 

車輪が走行したことによる 

ＰＣまくらぎの損傷 
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付図９ 車両の主な損傷状況（その１） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１両目車両の 

前面貫通扉の浮き上がり 

１両目車両の 

左側側面の擦過痕 

１両目車両の 

ブレーキ制御ユニットの打痕 

１両目車両の 

速度発電機の擦過痕 
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付図９ 車両の主な損傷状況（その２） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主電動機 

中はり 

４両目と５両目をつなぐ 
連結器付近の端ばりの亀裂 

中はり 

端はり 

亀裂 

連結器 

４両目車両の主電動機と 
車体台枠の中はりとの打痕 

２両目車両の 

ＳＩＶ箱底面の打痕 

２両目車両の 

台車歯車箱底面の擦過痕 


